
 

 

 

【韓国】 総合指数は週間で 0.8％高と続伸、今週も神経質な展開か 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 0.8％高と続伸。ウクライナでの戦闘長期化や和平交渉の難航を受け、週を通じて上値では伸び悩ん

だ。指数は週明け 21日に終値で心理的節目の 2700ポイントを下回ったが、押し目買いが入って翌 22日にこの水準を回

復。23日は米株高を受けてハイテク株が買われ、終値は 3日以

来、約 3週ぶり高値をつけた。24日は反落。原油相場の上昇を

受けてインフレ高進への警戒感が強まったほか、こう着するウ

クライナ情勢を背景に投資家のリスク選好姿勢が後退した。25

日は米アリゾナ州への電池工場建設計画を発表した LGエナジ

ー・ソリューションが 7.6％高と大幅に上昇し、指数を押し上

げている。今週もウクライナ情勢をにらんで神経質な展開か。

国内では 4月 1日に貿易統計と製造業 PMIが発表される予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は 4週ぶりの取引再開で 11.5％安と急落、今週も薄商いか 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は 2 日間の取引で 11.5％安。ルーブル安が重しとなり急落した。モスクワ証券取引所は 24 日に約 1 カ

月ぶりに株式取引を再開し、25日も取引が行われた。ルーブル建てのロシア MOEX総合指数は 2日間で 0.6％高と反発

したが、外国人の株式売却が禁止されたことで薄商いとなっ

た。一方、米ドル建ての RTS指数は 24日に 9.0％安、25日に

2.7％安と続落。ルーブルが対米ドルで 2 月 25 日から 15％超

下落したことがドル建ての RTS 指数を押し下げた。個別銘柄

ではアエロフロート・ロシア航空が 30％超下落した一方、エネ

ルギーのノバテク、タトネフチ、産金のポリュス、資源のルサ

ールなどが 2 桁高となった。浮動株の約 80％を保有する海外

投資家の売りが禁止されているため今週も薄商いが続くか。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は週間で 2.0％高と続伸、今週は引き続き底堅い展開か 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は週間で 2.0％高と続伸。不動産や食品などの主力株が上昇し、VN指数は一時、2月 23日以来の戻り高値を

更新した。週明け 21日は指数が前週末比 1.8％高と前週の 15日から 5連騰。不動産株や保険株の上昇が相場をけん引し

た。翌 22 日も銀行、証券、エネルギー関連が上昇し、指数は

0.6％高と 6 日続伸した。その後は上値の重い展開となったも

のの、23日には場中に 1513.90ポイントと 2月 23日以来の水

準まで上昇。ただ、25日終値では 1500ポイントを割った。個

別銘柄では不動産のファットダットが 10.8％、ノー・バー・ラ

ンド・インベストメントが 8.4％、食品加工のマサン・グループ

が 7.1％上昇した一方、空運のベトジェット航空が 3.5％安、金

融のベトコムバンクが 2.0％安となった。今週も底堅い展開か。 
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【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 0.1％安、今週は

30日に中央銀行が金融政策決定会合を開催 

SET 指数は週間で 0.1％安と反落。1 週間を通じて狭いレン

ジでの取引となった。週初の 21 日は、前週末のウクライナ情

勢を巡る米中首脳のビデオ会談が平行線に終わったことなど

が嫌気され、指数は続落。一方、22日はエネルギー株と銀行株

が買われて反発すると、23 日は前日からほぼ横ばいで推移し

た。24 日は 2 月の貿易収支（通関ベース）が 3 カ月ぶりに黒

字に転じた効果で 3 日続伸したが、25 日は反落して取引を終

えている。今週は 30日に 2月の鉱工業生産が発表されるほか、

同日には中央銀行が定例の金融政策決定会合を開催する予定。

外部要因では OPECプラスの閣僚級会合が意識されそうだ。 

 

【インドネシア】 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

0.8％高、週末に終値で 1600ポイント台を回復 

クアラルンプール総合指数は週間で 0.8％高と続伸。週半ば

以降の上昇が奏功した。週初の 21 日は、ロシアによるウクラ

イナ侵攻の長期化を受けた世界経済に対する懸念の広がりが

嫌気され、指数は 4 営業日ぶりに反落。22 日も売り優勢の展

開が続いたが、23日は金融株が指数上昇をけん引し、3日ぶり

に反発した。週後半は 24日に小幅続伸した後、25日は入国規

制の大幅緩和を 4 月 1 日に控えた期待感の高まりなどから買

われ、終値で 3週間ぶりに 1600ポイント台に到達した。今週

はウクライナ情勢のほか、中国の 3 月の公式製造業 PMI と財

新製造業 PMIの発表など、外部要因が指数を左右する展開か。 

 

 

【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 0.7％

高、22日の終値は初の 7000ポイント台到達 

ジャカルタ総合指数は週間で 0.7％高と続伸。おおむね堅調

な値動きだった。週初の 21 日は、金融株とエネルギー株の一

角が買われ、指数は 3営業日ぶりに小幅反発。22日は終値ベー

スで初めて 7000 ポイント台に到達し、4 日ぶりに過去最高値

を更新したが、23日は反動で売られ、この水準をわずかに下回

った。一方、24日は原油先物価格の上昇を受けてエネルギー株

が指数上昇をけん引し、2日ぶりに最高値を更新。ただ、25日

は反落して取引を終えた。今週は 1 日に 3 月の CPI が発表さ

れる予定で、前年同月比の上昇率は 3 カ月連続で 2％台になる

見通し。好地合いが続けば、指数は一段の上値を追う展開か。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は 2.5％

高、入国規制の大幅緩和決定を好感 

ストレーツタイムズ指数は週間で 2.5％高と 3 週続伸。週後

半は節目の 3400 ポイントを挟んでもみ合った。週初の 21 日

は、前週末の NY ダウが上昇した流れを引き継ぎ、5 営業日続

伸。22 日はパウエル FRB 議長が大幅利上げの可能性を示唆し

た影響で反落したが、23 日に買い戻されると、24 日は政府が

新型コロナウイルスのワクチン接種を完了した外国人に対し、

4 月 1 日から隔離なしの入国を認める方針を示したことで、シ

ンガポール航空やコンフォートデルグロが買われ、指数は前日

比 1.1％高と続伸した。25 日は終値で約 1 カ月ぶりに 3400 ポ

イント台に乗せている。今週はこの水準を維持できるかが焦点。 
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